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第１部  富里市の概要 

１ 位置及び面積 

富里市の面積  53.88 ㎢ 

千葉県の面積  5,157.61 ㎢ 全国都道府県市町村別面積調（平成 30 年 10 月参考値） 

富里市は、千葉県北部の北総台地のほぼ中央に位置し、東西約 10km、南北約 11 ㎞、面積 53.88 ㎢を有する

市です。東京都心から東に 50～60km 圏、成田空港からは西に約 4 ㎞の所に位置しています。東は芝山町、西

は酒々井町、南は八街市・山武市、北は成田市に接していて、北総台地の高台地帯である本市は、高崎川、根

木名川の源をなし、肥沃な農地や自然環境に恵まれています。 

 

１．位置（市役所の位置） 

富里市七栄 652 番地１ 

東経 140 度 20 分 46 秒 

北緯  35 度 43 分 24 秒 

 

２．広さ 東西 約 10km 

南北 約 11km 

 

３．周囲     約 50km 

 

４．標高     最高 約 44ｍ 

最低 約  8ｍ 

 

 

 

２ 沿革 

江戸時代の富里は、大部分が佐倉藩領に属しており、わずかに立沢新田などの一部が天領となっていまし

た。この頃の富里は広大な山林原野が広がり、中央部や東部に広がる原野は佐倉七牧に数えられる内野牧（七

栄）、高野牧（十倉）と呼ばれ、馬の放牧が行われているほか、山栗の産出や薪炭業、米作が主な産業でし

た。 

明治に入ると、富里の所轄はめまぐるしく変貌し、明治 2 年に富里の一部が葛飾県に、 明治 3 年に葛飾

県に属する部分が佐倉藩領に編入、明治 4年 7月に佐倉藩は佐倉県と改称されますが同年 11月には周辺の 7

県の合併で印旛県に、そして明治 6年に印旛県は木更津県と合併し千葉県となり、富里は千葉県域に含めら

れることになりました。 

明治 17 年の連合戸長役場制の施行に伴い、七栄村ほか 12 の村が連合することにより富里村の基礎が成立

し、その後明治 22 年の市制町村制の施行により、この 13 の村が集まり、「十三の里（村）」から富里村が誕
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生しました。 

殖産政策に力を入れていた明治政府は、荒れ地の耕地化や失業者の救済を目的とした下総牧開墾事業の推

進を図るため、東京府内の商人たちによって開墾会社を設立させ、明治 3年から七栄や十倉に入植が始まり、

原野の開墾が進みました。また、明治 8年には御雇外人のデダフルシュ・アップ・ジョンスが内務卿大久保

利通に、常陸、下総、上野の荒蕪地調査の上申書を提出し、荒蕪地の開拓営農の方法を提言したことにより、

大久保内務卿は十倉、七栄地区を下総牧羊地に選定し、日本で最初の洋式大農法による牧場が建設されるこ

とになりました。そして、両国地区に勧業寮本庁が設置され、明治 21 年には宮内省下総御料牧場と称し発

展の一途をたどりました。明治、大正時代は官庁所轄地の払い下げによる開拓が進められ、昭和時代に入り、

戦後は農地解放により戦災者、復員軍人、外地引揚者などによる開拓が進められ、現在も富里の主要産業で

ある農業はこのころから長期にわたり豊かな農村として発展してきました。 

明治期の主な作物としては米、麦、小豆、茶、その他特産物として「佐倉炭」を産出し、大正期には米、

麦、サツマイモ、落花生など、そして昭和に入ると落花生、さといも、スイカ、ごぼう、にんじんなどが盛

んに栽培されました。なかでも、スイカについては、昭和 8年に千葉県立農業試験場で「都一号」を作出し

たことから、富里でもスイカ栽培を取り入れ、昭和 11 年には皇室へ献上しています。以降、「富里スイカ」

の名は全国に広まり、全国でも有数の出荷量を誇ります。 

一方、高度成長期終盤の昭和 40 年代に入ると、成田空港および関連施設の建設や首都圏の外延的拡大な

どにより、富里は都市化の影響を大きく受けることになります。特に成田空港の歴史と富里の人口増加は密

接な関係にあり、昭和 41年の成田空港建設の閣議決定、同 46 年には東関東自動車道が富里インターチェン

ジまで開通、同 53年に成田空港が開港し、同 61年成田空港二期工事開始までの 20 年間に、富里の人口は 1

万 2千人から約 3倍の 3万 6千人になりました。 

また、農村の風景が広がる大地に大規模な住宅団地や工業団地などが完成するなど都市化が進み、制度上

でも平成 2 年 9 月に富里は首都圏整備法による近郊整備地帯に、平成 16 年には多極分散型国土形成促進法

に基づき計画された成田・千葉ニュータウン業務核都市の一部として、七栄新木戸から日吉台地区の約 314ha

が指定を受け、都市的な更なる発展が期待されています。 

富里は、明治 22年に富里村として誕生し、昭和 60年 4 月１日に富里町に、そして平成 12年 10 月の国勢

調査で人口が 5万人を突破したことを機に、更に地域に密着した独自性のあるまちづくりを進めるための最

善の方策として市制をめざし、平成 14 年 4 月１日、千葉県で 33 番目の市、「富里市」として新たなスター

トをきりました。 

富里市は、富里固有の自然や歴史を守り育てながら、住民が豊かな生涯をおくることができるよう、市民

と市が共に進める協働のまちづくりの考え方のもと、総合計画に掲げた「人と緑が調和し 未来を拓く臨空

都市 とみさと」の将来像の実現に向け、さまざまな行政施策を展開しています。  
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３ 県内における富里市の市勢  
(指標で知る千葉県より) 

項     目 

( 時 点 ) 

値 

( 県内 54 市町村中の順位 ) 
備    考 

面積 

(H30.10.1 現在) 

53.88k ㎡ 

(大きいほうから33位) 

国土交通省国土地理院  

「全国都道府県市区町村別面積調」 

人口 

(H27.10.1 現在) 

49,636 人 

(多いほうから 29 位) 
平成 27 年国勢調査結果 

生産年齢人口比率 

(H30.4.1 現在) 

62.4％ 

(高いほうから 8位) 

千葉県年齢別・町丁字別人口 

生産年齢人口(15～64 歳人口)÷住民基本台帳人口 

経営耕地面積（販売農家 1戸あたり） 

(H27.2.1 現在) 

207.7ａ（ｱｰﾙ） 

(高いほうから 14 位) 

2015 年農林業センサス結果概要 

経営耕地面積（販売農家）÷販売農家数 

生産農業所得（農家 1戸あたり）  

(平成 18 年) 

446 万 3 千円 

(高いほうから 3位) 

関東農政局千葉農政事務所 

千葉県生産農業所得統計 

生産農業所得÷農家戸数 

事業所数（可住地面積1k㎡あたり）

(H28.6.1 現在) 

33.3 所 

(多いほうから 24 位) 

平成 28 年経済センサス-活動調査 

事業所数（民営）÷可住地面積 

財政規模（人口１人あたり決算額） 

(平成 28 年度) 

310,549 円 

(高いほうから 42 位) 

市町村別決算状況調 

歳出総額÷住民基本台帳人口(H29.1.1) 

財政力指数 

(平成 26 年度から平成 28 年度平均) 

0.78 

(高いほうから 24 位) 

市町村別決算状況調 

（基準財政収入額÷基準財政需要額）の 

3 か年度の平均値 

経常収支比率 

(平成 28 年度) 

92.4 

(高いほうから 23 位) 

市町村別決算状況調 

経常経費充当一般財源等÷（経常一般財等

総額+減収補填債特例分+臨時財政対策債） 

将来にわたる債務（人口１人あたり） 

(平成 28 年度) 

380,488 円 

(高いほうから 29 位) 

市町村別決算状況調 

（地方債現在高+債務負担行為未払残高） 

÷住民基本台帳人口(H29.1.1) 

将来の財政負担額比率 

(平成 28 年度) 

107.3％ 

(高いほうから 8位) 

市町村別決算状況調 

（地方債現在高+債務負担翌年度以降支出

予定額－積立金額）÷歳入総額 
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４ 富里市の土地利用 
（単位 ヘクタール） 

     
  固定資産概要調書 

年 総数 田 畑 宅地 池沼 山林 原野 牧場 雑種地 その他 

平成元年 5,354.4  312.5  2,520.3  673.1  1.5  916.4  94.7  40.0  94.8  701.1  

平成16年 5,391.0  277.7  2,395.8  805.9  3.1  757.3  76.7  44.6  235.4  794.5  

平成25年 5,391.0 273.8 2,343.3 890.5  3.0  729.5  75.5  39.0  246.1  790.3  

平成26年 5,391.0 271.7 2,336.1 890.3  2.9  725.5  74.7  36.9  263.0  789.9  

平成27年 5,388.0 269.7 2,331.1 897.3  3.7  717.4  73.3  32.3  275.3  787.9  

平成28年 5,388.0 266.9 2,325.4 899.4  6.2  709.2  72.1  33.2  283.2  792.4  

平成29年 5,388.0 266.8 2,318.2 902.4  6.2  702.2  71.9  33.2  294.6  792.5  

平成30年 5,388.0 264.2 2,318.7 900.2  6.6  713.8  55.8  31.1  304.9  792.7  

1 月 1日現在 
      

    資料 課税課 

 
 

  

5.8%

5.2%

4.9%

47.1%

44.4%

43.0%

12.6%

14.9%

16.8%

0.0%

0.1%

0.1%

17.1%

14.1%

13.2%

1.8%

1.4%

1.0%

0.7%

0.8%

0.6%

1.8%

4.4%

5.7%

13.1%

14.7%

14.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

平成元年

平成16年

平成30年

地目別土地面積の推移

田 畑 宅地 池沼 山林 原野 牧場 雑種地 その他



5 

 

５ 産業別就業人口 
 

 

 

 

 

  

産業（大分類）別 15 歳以上就業者数 
  

    国勢調査 

産 業 （大分類） 

平成 17 年 平成 22 年 平成 27 年 

就業者数 構 成 比 就業者数 構 成 比 就業者数 構 成 比 

（人） （％） （人） （％） （人） （％） 

  総数 
 

 27,571    100.0  26,417 100.0 24,939 100.0 

  第１次産業 
 

  2,838     10.3  2,195 8.3 2,131 8.5 

  

 

農業 
 

  2,834     10.3  2,188 8.3 2,127 8.5 

  

 

林業・狩猟業 
 

      4      0.0 4 0.0 3 0.0 

  

 

漁業 
 

      -        -  3 0.0 1 0.0 

  第２次産業 
 

  5,727     20.7  4,934 18.7 4,771 19.1 

  

 

鉱業 
 

      4      0.0 4 0.0 2 0.0 

  

 

建設業 
 

  2,368      8.6  1,979 7.5 1,969 7.9 

  

 

製造業 
 

  3,355     12.1  2,951 11.2 2,800 11.2 

  第３次産業 
 

 18,825     68.3  17,576 66.5 16,832 67.5 

  

 

電気・ガス・水道・熱供給業 
 

     92      0.3  70 0.3 54 0.2 

  

 

運輸・通信業 
 

  4,161     15.1  4,001 15.1 3,718 14.9 

  

 

卸売・小売業・飲食店 
 

  6,110     22.2  5,550 21.0 5,330 21.4 

  

 

金融・保険業 
 

    418      1.5  391 1.5 364 1.5 

  

 

不動産業 
 

    322      1.2  442 1.7 458 1.8 

  

 

サービス業 
 

  6,924     25.1  6,450 24.4 6,257 25.1 

  

 

公務 
 

    798      2.9  672 2.5 651 2.6 

  分類不能の産業       181      0.7  1,712 6.5 1,205 4.9 

10 月 1 日現在 
     

  資料 企画課 
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６ 人口 

人口と世帯数の推移 
  

      国勢調査 

年 
世帯数 

人    口 比較増減 
一世帯 

あたり 

人 員 

人 口 

増加率 
総数 男 女 世帯数 人口 

（戸） （人） （人） （人） （戸） （人） （人） （％） 

 大正 14 年  1,590 8,282 4,081 4,201 26 101 5.2 1.2 

 昭 和 ５ 年  1,637 8,808 4,354 4,454 47 526 5.4 6.4 

 昭和 10 年  1,550 8,859 4,422 4,437 △87 51 5.7 0.6 

 昭和 15 年  1,563 8,944 4,454 4,490 13 85 5.7 1.0 

 昭和 22 年  2,121 11,993 5,875 6,118 558 3,049 5.7 34.1 

 昭和 25 年  2,318 12,891 6,357 6,534 197 898 5.6 7.5 

 昭和 30 年  2,339 12,889 6,320 6,569 21 △2 5.5 △0.0 

 昭和 35 年  2,341 12,307 6,011 6,296 2 △582 5.3 △4.5 

 昭和 40 年  2,375 11,524 5,608 5,916 34 △783 4.9 △6.4 

 昭和 45 年  2,675 12,116 6,041 6,075 300 592 4.5 5.1 

 昭和 50 年  3,558 14,852 7,549 7,303 883 2,736 4.2 22.6 

 昭和 55 年  6,469 23,315 11,929 11,386 2,911 8,463 3.6 57.0 

 昭和 60 年  9,355 33,291 16,867 16,424 2,886 9,976 3.6 42.8 

 平 成 ２ 年  12,579 42,852 21,690 21,162 3,224 9,561 3.4 28.7 

 平 成 ７ 年  15,528 48,666 24,703 23,963 2,949 5,814 3.1 13.6 

 平成 12 年  17,102 50,176 25,661 24,515 1,574 1,510 2.9 3.1 

 平成 17 年  18,652 51,370 26,229 25,141 1,550 1,194 2.8 2.4 

 平成 22 年  19,701 51,087 26,052 25,035 1,049 △283 2.6 △0.6 

 平成 27 年  20,057 49,636 25,182 24,454 356 △1,451 2.5 △2.8 

 
10 月 1 日現在 

    
 資料 企画課 
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年齢（５歳階級）別男女別人口   
      国勢調査 

区分 
平成 22 年 平成 27 年 

総数 男 女 総数 男 女 

総 数 51,087 26,052 25,035 49,636 25,182 24,454 

０～４ 1,997 1,017 980 1,875 964 911 

５～９ 2,167 1,082 1,085 1,902 978 924 

10～14 2,274 1,145 1,129 2,111 1,046 1,065 

15～19 2,417 1,262 1,155 2,269 1,144 1,125 

20～24 3,034 1,685 1,349 2,393 1,316 1,077 

25～29 3,524 1,884 1,640 2,782 1,460 1,322 

30～34 3,566 1,893 1,673 3,097 1,647 1,450 

35～39 3,940 2,067 1,873 3,349 1,792 1,557 

40～44 3,354 1,712 1,642 3,885 2,055 1,830 

45～49 2,924 1,493 1,431 3,237 1,650 1,587 

50～54 3,278 1,588 1,690 2,859 1,452 1,407 

55～59 4,353 2,204 2,149 3,206 1,558 1,648 

60～64 4,822 2,509 2,313 4,136 2,068 2,068 

65～69 3,354 1,791 1,563 4,582 2,328 2,254 

70～74 2,206 1,165 1,041 3,154 1,660 1,494 

75～79 1,565 703 862 1,898 964 934 

80～84 1,046 384 662 1,327 532 795 

85～89 615 200 415 747 245 502 

90 歳以上 374 75 299 453 110 343 

不詳 277 193 84 374 213 161 

10 月 1 日現在 

    

    資料 企画課 
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第２部  普通会計の概要 

１ 普通会計決算の概要 

⑴ 普通会計決算の状況 

①  決算規模【歳入・歳出決算額】 

富里市の平成30年度決算は、歳入が１５４億５，２３６万８千円（前年度比１億４，１８４万３千円 ０．９％

減）、歳出が１４４億６，２５７万７千円（前年度比４億３，４２１万４千円 ２．９％減）となりました。

歳入は、市税や各交付金などが増となりましたが、国県支出金などが減したことなどにより、また、歳出は、

公債費が大口借入の元金償還据置き期限を迎えたことから増となりましたが、民生費、農林水産業費、普通建

設事業の抑制を図ったことにより投資的経費などが減となり、前年度決算を下回りました。 

137.9

132.2129.4

122.8

124.3

118.1
118.4

113.4

136.3

130.9

148.0

142.7

155.3

148.9
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146.1

151.4

143.6

164.6

156.3

165.9

158.2

163.3

155.7155.9

149.0

154.5

144.6

110

120

130

140

150

160

170

億円

H14 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

決　算　規　模

歳　　入 歳　　出 
 

 

 

～ 普通会計とは ～  

 普通会計とは、一般会計と公営事業会計以外の特別会計を合算して、会計間のお金の移動を控除したもの

です。地方公共団体ごとに設置されている特別会計が異なることから、自治体間の財政比較を行い、統一的な

掌握ができるようにするために、地方財政統計上に用いられる会計区分です。 

富里市の場合、一般会計と公共用地先行取得事業特別会計以外は全て公営事業会計(国民健康保険特別会計、

下水道事業特別会計、介護保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、水道事業会計)です。 

したがって、富里市の場合、一般会計と公共用地先行取得事業特別会計の合算額から、繰出金や繰入金など

会計との相互間で重複する部分を控除し、統計処理上統一化するため、公営事業会計と経費の一部を調製した

ものが普通会計になります。  

(市制施行) 
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平成３０年度決算の内訳  

【款別歳入内訳】  

自主財源である市税は、歳入の約４２．

３％を占め、主たる収入となっています。

今年度は６５億３，４１４万８千円で、

前年度比１．３％増となりました。 

安定した財政運営のために、市税をはじ

めとする財源の確保が重要です。 

 

 

【目的別歳出内訳】  

民生費は、障害者総合支援介護・訓練等給

付事業や、後期高齢者医療事業などの増が

あったものの、生活保護事業、介護施設等

整備事業などが減、土木費についても普通

建設事業の抑制を図ったことによる減です。 

なお、公債費は、大口借入の元金償還据置き

期限を迎えたことによる増です。 

 

 

 

 

【性質別歳出内訳】  

扶助費については、臨時福祉給付金、

児童手当・特例給付などの減があ

るものの、医療扶助費、施設型給付費

等負担金年金生活者等支援臨時福

祉給付金の増により、また、公債

費についても、大口借入の元金償還据

置き期限を迎えたことによる増です。  

なお、投資的経費では国庫補助事業分、

単独事業分ともに普通建設事業の縮小

により前年度比で減となりました。 

款別歳入内訳
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億円
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② 決算収支【実質収支・単年度収支・実質単年度収支】 

～平成30年度は単年度収支は赤字・3年ぶりに実質単年度収支は黒字～ 

当該年度に属すべき収入と支出の実質的な差額をあらわす実質収支は、前年度以前の決算で黒字になった分

の繰越金が含まれています。そこで、当該年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いたものを単年度収

支といいます。この単年度収支がプラスのときは、当該年度に得た収入額によって当該年度の支出を賄えてい

る状態といえます。また、基金の取り崩し、地方債の繰上償還など、実質的な赤字要素・黒字要素を考慮した

実質単年度収支は、実際の財政状況を判断する上で重要です(下図参照)。  

平成30年度の単年度収支は赤字となっています。地方財政の運営上、実質単年度収支は、収入と市民サービ

スなどのバランスから赤字と黒字を繰り返すことになります。   

 

 

 

《決算収支》 

 

 

 

 

 
 

 

  

① 

形
式
収
支 

翌年度に繰越すべき財源:C 決算収支 

 

【①形式収支】 

 歳入決算額 A － 歳出決算額 B 

 

【②実質収支】 

形式収支① － 翌年度に繰越す

べき財源 C 

 

【③単年度収支】 

実質収支② － 前年度の実質収

支 D 

 

【④実質単年度収支】 

単年度収支③ － 財政調整基金

取崩額E + 地方債繰上償還額F + 

財政調整基金積立額 G 

 

② 

実
質
収
支 

前年度の実質収支:D 

財政調整基金

取崩額 

 

    
③ 

単
年
度
収
支 

財政調整基

金取崩額:E 

 
 

     
④ 

実
質
単
年
度
収
支 

 

 

地方債繰上償

還額:F 

        

 財政調整基金

積立額:G 
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実質収支・単年度収支・実質単年度収支の推移

実質収支 単年度収支 実質単年度収支

歳入決算額:A 歳出決算額:B 
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⑵歳入の状況 

①  科目別歳入決算額の推移【歳入の内訳】 

～ 4年ぶりに地方債増に ～ 

平成30年度は、昨年度に引き続き市税、各交付金、平成27年度から減だった市債についても、近年、続いた

大型施設建設事業の終了に伴い発行の抑制を図ったものの、臨時財政対策債の増に伴い、4年ぶりに増となり

ましたが、繰入金、国県支出金など減したことにより、歳入全体では、前年度比１億４，１８４万３千円減と

なっています。 

 

歳 入 の 内 訳
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市税 交付金・支出金等 地方債 その他 市税の割合
 

 

 

※ 交付金・支出金などは、国・県支出金、地方交付税、地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式等

譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、 

地方特例交付金、交通安全対策特別交付金 

※ その他は、分担金及び負担金、使用料、手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入 

 

(市制施行) 



12 

 

②  市税の推移【税目別・徴収率】 

～平成30年度も増収へ～ 

平成30年度の市税収入は６５億３，４１４万８千円となり、前年度比８，０９９万３千円増となりました。 

個人市民税は３，３０７万７千円、法人市民税は４，７８８万９千円、軽自動車税は７５２万５千円、都市

計画税は１１８万３千円増、固定資産税は２７６万１千円、市たばこ税は５９２万円減となりました。 

個人市民税は所得に応じて課税されるため、景気の動向に大きく左右されます。今後も、景気の動向には注

視が必要です。 

 

市 税 の 推 移
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※ その他は、軽自動車税、特別土地保有税(平成 15 年度廃止、平成 21 年度以降収入なし)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

(市制施行) 
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市税の課税額に対する納付額の割合を、徴収率といいます。徴収率を上げることで、市税収入の不足を防ぐ

とともに、納税者負担の公平性を図ることが必要です。  

本市の過去の徴収率は80％を割る状況で推移していました。そこで市では集中改革プラン(平成17年度から平

成21年度まで)を策定し、自主財源の確保を図るべく改革を進めてまいりました。その後、第3次行政改革大綱

改革プラン(平成22年度から平成26年度まで)を策定し、平成26年度時点で目標とする徴収率を達成しました。          

現在は、第3次行政改革大綱改革プラン(平成27年度改訂版)を策定し、平成31年度まで徴収率１％向上（平成

25年度比）を目標としており、平成30年度は1.50ポイント向上しました。景気の低迷が続く中、徴収率の向上

は厳しい課題ではありますが、今後も、引き続き市税の徴収強化に努めます。 

 

 

徴収率と収入未済額
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＊＊＊収入未済額とは＊＊＊  

収入未済額とは、未収入額のうち、調定額（その年度に納付される予定の額）と実際に納付された額との差か

ら不納欠損額（時効や相続放棄などで納付義務の消失した額）を控除した額のことです。 

 

  

(市制施行) 
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③  地方交付税の推移【普通・特別】 

地方交付税は、地方財源の均衡化を図り、一定水準の行政サービスを提供できるように、国税として国が代

わって5税を徴収し（所得税、法人税、酒税、消費税、地方法人税の全額）の一定割合を、一定の基準に基づ

いて都道府県及び市町村に国が再配分する税という性格を持っています。使いみちが決められている補助金や

委託金と異なり、その団体が自由に使える一般財源となるため、市にとって重要な財源の一つです。 

平成30年度の普通交付税は、前年度比７５９万円増の１３億７，７４６万５千円が交付されました。 

特別交付税については、前年度比１５４万３千円増の１億４，５７５万１千円、また、震災復興特別交付税

については、返還制度が新設されましたが、平成３０年度については、返還はありませんでした。 

 

地方交付税の推移
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※ グラフの「国の交付税決算額」は、右目盛り 

 

 

(市制施行) 
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■ 地方交付税制度の概要(総務省ホームページより) 

性 格  地方交付税は、本来地方の税収入とすべきであるが、団体間の財源の不均衡を調整し、すべての地方団体が

一定の水準を維持しうるよう財源を保障する見地から、国税として国が代わって徴収し、一定の合理的な基準

によって再配分する、いわば「国が地方に代わって徴収する地方税」（固有財源）という性格をもっています。 

総 額  地方交付税の総額は、所得税・法人税の33.1％(平成27年度から)、酒税の50％（平成27年度から）、消費

税の22.3％（平成26年度から）、地方法人税の全額（平成26年度から）とされています。（地方交付税法第6

条）。 

種 類  地方交付税の種類は、普通交付税（交付税総額の94％）及び特別交付税（交付税総額の6％）とされていま

す（地方交付税法第6条の2、地方交付税法等一部改正法（平成23年法律第5号）附則第2条第2項）。 

普通交付税の額の算定方法 

 普通交付税の額の算定方法は下式のとおりです。「基準財政需要額」、「基準財政収入額」等について以下に解

説を加えております。 

・各団体の普通交付税額 ＝ （基準財政需要額 － 基準財政収入額） ＝ 財源不足額 

・基準財政需要額 ＝ 単位費用（法定）×測定単位（国調人口等）×補正係数（寒冷補正等） 

・基準財政収入額 ＝ 標準的税収入見込額 × 基準税率（75％） 

基準財政需要額 

1 基準財政需要額・・・｢基準財政需要額｣とは、各地方団体の財政需要を合理的に測定するために、当該団体につい

て地方交付税法第11条の規定により算定した額とされています（地方交付税法第2条第3号）。 その算定は、

各行政項目別にそれぞれ設けられた「測定単位」の数値に必要な「補正」を加え、これに測定単位ごとに定め

られた「単位費用」を乗じた額を合算することによって行われます。 

2 単位費用・・・ 前述のとおり、財政需要は、各地方団体の測定単位に「単価」を乗じることによって算定されま

すが、この測定単位に乗ずる単価を「単位費用」とよんでいます。 

 単位費用は「標準的条件を備えた地方団体が合理的、かつ妥当な水準において地方行政を行う場合又は標準

的な施設を維持する場合に要する経費を基準」として算定されています（地方交付税法第2条第6号）。 

3 補正係数・・・ 基準財政需要額の算定にあたっては、すべての都道府県またはすべての市町村に費目ごとに同一

の単位費用が用いられています。しかしながら、実際の各地方団体の測定単位当たりの行政経費は、自然的・

社会的条件の違いによって大きな差があるので、これらの行政経費の差を反映させるため、その差の生ずる理

由ごとに測定単位の数値を割増し又は割落とししています。これが測定単位の数値の補正であり、補正に用い

る乗率を補正係数とよんでいます。 

基準財政収入額・・・ 「基準財政収入額」とは、各地方団体の財政力を合理的に測定するために、当該地方団体につ

いて地方交付税法第14条の規定により算定した額とされています（地方交付税法第2条第4号）。具体的には、

地方団体の標準的な税収入の一定割合により算定された額となっています。 
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④  一般財源の推移【経常・臨時・一般財源の比率】 

市税・地方譲与税・地方交付税など、使う目的が限定されていない収入を 「一般財源」といい、これに対し

て国・県支出金や使用料など、使う目的の決まっている収入を「特定財源」といいます。  

一般財源のうち、毎年度経常的に収入されるものを「経常一般財源」といいます。具体的には、富里市の場

合、市税（都市計画税は除きます。）、地方譲与税、地方交付税のうち普通交付税などをいいます。これに対

し「臨時一般財源」は、地方交付税のうち特別交付税、財政調整基金繰入金、繰越金（繰越事業充当分は除き

ます。）など、臨時的に収入されるものをいいます。  

歳入に占める一般財源の比率が高いほど、自治体が独自の事業を展開する能力が高いことを示しています。  

平成30年度の一般財源は、国県支出金、繰入金などが減となったものの、地方税、各種交付金、地方交付税

などの増により全体で８，２１３万円増の１１２億６，７６３万４千円となりました。また、一般財源比率も、

1．２ポイント増となりました。これは、臨時的一般財源として繰入金などが減となりましたが、経常一般財

源として地方税、各種交付金、普通交付税が増となったためです。 

一般財源の推移
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※ グラフの「一般財源比率」は、右目盛り  

(市制施行) 
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⑤ 自主財源の推移【自主財源・依存財源の比率】 

   ～3 年連続で自主財源が依存財源より増～ 

一般的に、自主財源が多いほど、行政活動の自主性と安定性が確保されるといわれています。富里市の歳入

は、平成26年度から依存財源が自主財源を上回る状態が続いていましたが、平成28年度から自主財源が上回り

ました。 

比率については、災害対策事業や大規模な建設事業などが増する場合は、補助金などの依存財源を確保する

ため決算規模が増するとともに、自主財源比率は低下することになります。  

本市の自主財源の額は、おおむね７０～８０億円台で推移しています。平成30年度の自主財源は、８５億４，

１３４万４千円で、繰入金などが減となり、前年度比１億４，６１１万７千円減となりました。依存財源は６

９億１，１０２万４千円で、国県支出金は減となりましたが、各交付金、地方債などが増となり前年度比４２

７万４千円増となりました。 

なお、自主財源比率は５５．３％と前年度比０．４ポイント減となりました。 

 

 
 

※ グラフの「自主財源比率」は、右目盛り 

自主財源… 市税、分担金及び負担金、使用料及び手数料、財産収入、寄附金、繰入金、繰越金、諸収入  

依存財源… 地方譲与税、利子割交付金、配当割交付金、株式譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、 

ゴルフ場利用税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金、地方交付税、 

交通安全対策特別交付金、国・県支出金、地方債 
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⑶ 歳出の状況 

①  目的別歳出決算額の推移 

～教育費の増と民生費・土木費の減～  

教育費については、旧岩崎家末廣別邸保存活用事業の減などがあったものの、小学校施設バリアフリー化推進

事業、中学校施設維持管理事業の増により、前年度比５，４６０万７千円（４．１％）増となりました。 

また、民生費については、障害者総合支援介護・訓練等給付事業の自然増があるが、介護施設等整備事業、

生活保護事業の減に伴い、前年度比４，２１９万５千円（△０．７％）減したものの、市制施行時に比べ３．

０倍程度まで増となっております。 

なお、土木費については、成田財特路線整備事業、七栄新木戸地区土地区画整理事業の減に伴い、前

年度比２億１，８１１万６千円（△１５．３％）減となりました。 

目的別歳出決算額の推移
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※その他：議会費、商工費、災害復旧費 

～ 目的別歳出決算額 ～ 

目的別分類 ： 市の経費を行政の目的によって分類したもの 【関連語】性質別分類 

総 務 費 ： 市役所の管理や職員の人件費、徴税管理、戸籍住民台帳管理、選挙などに係る費用 

民 生 費 ： 保育所や生活保護費など、一定水準の生活と安定した社会生活の保障に係る費用 

衛 生 費 ： 各種健康診断やごみ処理など、健康で衛生的な生活環境の保持に係る費用 

農林水産費 ： 農業や土地改良など、農林水産業の振興などに係る費用 

土 木 費 ： 道路や公園など、都市整備や環境整備に係る費用 

消 防 費 ： 消防活動など、災害に対する備えなどに係る費用 

教 育 費 ： 小中学校や公民館、図書館などの運営や管理などに係る費用 

公 債 費 ： 本市が借り入れた地方債の元利償還金及び一時借入金利子の合計額 

(市制施行) 
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②  性質別歳出決算額の推移 

～扶助費の増～  

扶助費は、生活扶助費、臨時福祉給付金の終了に伴い減があったものの、施設介護・訓練等給付

費、医療扶助費、保育所保育実施委託料などが増したことにより、前年度比１億４３６万５千円（２．

９％）増となり15年ぶりに平成29年度は減となりましたが、平成30年度でまた増となりました。 

扶助費全体では、施設介護・訓練等給付費、障害児給付費などは、今後伸びる傾向にあると

見込まれる。 

性質別歳出決算額の推移
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※ その他 ： 維持補修費、積立金、投資及び出資金、貸付金 

【年度ごとの主な増減理由】 

平成18年度 …普通建設事業費は微増、給与改定などに伴う人件費の減や償還終了に伴う公債費の減により、 

歳出全体では前年度とほぼ横ばい 

平成19年度 …償還終了に伴い公債費が減 

平成20年度 …老人保健繰出事業など繰出金、基金積立金の減額により減 

平成21年度 …定額給付金及び子育て応援特別手当給付事業による補助費などの増 

平成22年度 …子ども手当支給開始による扶助費の増 

平成23年度 …民間保育所の開設による扶助費、ごみの処理施設整備による投資的経費の増 

平成24年度 …障害者福祉費や生活保護費などの社会保障に要する扶助費は増、新クリーンセンターの完成に伴い、

投資的経費と物件費が減 

平成25年度 …人件費は、国に準じた給与臨時特例などにより減、障害者福祉費などの社会保障に要する扶助費は引

き続き増 

平成26年度 …人件費は、職員退職手当について、千葉県市町村総合事務組合において負担率の見直しによる減、障

害者支援や臨時福祉給付金・子育て世帯臨時特例給付金などで扶助費の増。学校給食センター施設統

合事業などにより投資的経費増 

平成27年度 …障害者支援や臨時福祉給付金・子育て世帯臨時特例給付金などで扶助費は引き続き増。投資的経費は、

新保健センター等建設整備事業などの増があるものの、学校給食センター施設統合事業などの完了に

より減 

平成28年度 …障害者福祉費や児童福祉総務費などで扶助費は引き続き増。投資的経費は、子ども・子育て環境整備

工事などの大規模事業がありましたが、新保健センター等建設整備事業などの完了により減 

平成29年度 …人件費は、人事院及び千葉県人事委員会勧告に基づく給与改定を実施したことにより増、公債費も大

口借入の元金償還据置き期限を迎えたことによる増、投資的経費は、子ども・子育て支援事業の子ど

も・子育て環境整備事業の終了とインフラ整備全体の事業規模を見直ししたことによる減 

平成30年度 …公債費は、大口借入の元金償還据置き期限を迎えたことによる増、生活保護費等国庫負担返還金など

に伴い補助費等の減、投資的経費は、被災農業者向け経営体育成支援事業（繰越明許）の終了とイン

フラ整備全体の事業規模を見直ししたことによる減 

 

(市制施行) 
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～ 性質別とは～ 

人  件  費 ： 職員の給料、退職金、議員報酬や委員報酬などに係る費用 

扶  助  費 ： 法などに基づき、被扶助者に対して支給する費用、各種サービスなど 

公 債 費 ： 本市が借り入れた地方債の元利償還金及び一時借入金利子の合計額 

物  件  費 ： 臨時職員賃金や旅費、備品の購入、委託料などに係る費用 

補 助 費 等 ： 各種団体への負担金や補助金などに係る費用 

繰 出 金 ： 一般会計と特別会計の相互間で支出される費用 

投資的経費 ： 支出の効果が資本形成に向けられ、施設などが将来に残るものに支出される経費 

 

③  人件費の推移 

人件費は毎年義務的に支出される経費の一つです。人件費が歳出全体に占める割合は大きく、平成30年度決

算では全体の２２．８％となっています。 

人件費には特別職や議員、委員などへの報酬も含まれますが、多くは職員に関する人件費です。職員人件費

には職員給料の他、諸手当(児童手当を除く)・共済組合等負担金・災害補償費など、職員を任用するにあたり

必要な経費が含まれます。 

＜職員数と職員人件費＞ 

職員手当や職員の人数については行政改革により計画的に削減をおこなってきました。平成30年度は平成14

年度と比べると職員数は約９．０％少なくなっています。 

一方で、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律」

（第1次一括法）、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関す

る法律」（第2次一括法）、「義務付け・枠付けの更なる見直しについて」（第3次見直し）などにより、市へ

の権限移譲が進んでおり、業務量が増加していることから、職員の更なる削減も難しいものとなることが予想

されます。今後は、市の人口急増期に採用された職員が定年を迎えていくことから、再任用制度の更なる活用

を図りながら定員管理と人件費抑制に努める必要があります。 

また、民間活力の導入、事務処理の効率化など費用対効果を見極めながら、協働の視点にたった行政運営な

どを促進する必要があります。 

職員人件費と一般職員数の推移
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※ グラフの「一般職員数」は、右目盛り 

※ 決算統計では、人件費の一部(建設事業などに要した人件費)を投資的経費として分類しますが、この表では分類せず、 

合算しています。 
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④  扶助費の推移【目的別・財源別】 

～ 扶助費 7年連続３０億円を突破～  

扶助費は、社会保障制度の一環として生活困窮者や児童、高齢者、心身障がい者などを援助するため、サー

ビスの提供や手当を支給するための経費です(介護保険、後期高齢者医療保険などは除きます)。 

平成30年度の扶助費の決算額は３６億９，６５１万８千円で、前年度比１憶４３６万５千円増となりました。

主な要因は、医療扶助費、施設型給付費等負担金、施設介護・訓練等給付費などの経費が増したこと

によるものです。 

 

 

扶助費の推移
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～ 扶助費の目的別内訳の主な内容 ～ 

社会福祉費 ： 身体、知的、精神障がい者などに対する扶助など 

児童福祉費 ： 保育所の運営費（人件費を除く）や児童手当など 

生活保護費 ： 生活保護法による生活、教育、医療扶助など 

教 育 費 ： 教育扶助(小・中学生に対する学用品費扶助) など 

そ の 他 ： 老人医療助成などの老人に対する扶助、衛生扶助(予防接種)など 
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【扶助費の財源別内訳】 

扶助費については、その多くが国で定めた法(制度)に基づき実施されるものが多く、その財源内訳について

も、これらの制度設計により定まっています。 

平成14年度と比較すると、平成30年度は２４億５，４９４万４千円(２９７．７％)増の３６億９，６５１万

８千円となっています。 

その財源内訳としては、国が１２億７，５４７万２千円(３１１．５％) 増の１８億７，８５５万円、県が３

億８，５０３万３千円(４４２．６％) 増の４億９，７４３万２千円、市が７億７，２９６万４千円(２８４．

５％) 増の１１億９，２００万７千円となっています。 

一方、保育所保護者負担金などのその他財源については、２，１４７万５千円増となっており、16年間１億

円程度で推移しています。 

 

扶助費の財源の推移
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※ その他財源 ： 保育所保護者負担金など 
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⑤  公債費の推移と交付税措置 

公債費とは、過去に発行した地方債の元利償還金及び一時借入金利子の支払いをいいます。 

平成30年度の公債費は１６億７，８３３万円で、前年度比９，８７１万９千円増となりました。 

公債費が多いと市の財政が硬直化するため、将来の地方債の発行を抑えるなどプライマリーバランス（基礎

的財政収支）を意識した財政運営を行っていかなければなりません。 

 

公債費の推移と交付税措置
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※ グラフの「交付税需要額に算入された割合」は、右目盛り 

※ 普通会計では、借換債は歳入と歳出それぞれから控除するため、決算額には含まれません。 

 

公債費の財源内訳を見てみると、平成17年度以来、徐々に交付税に算入される割合が増加傾向にあります。 

これは、交付税の財源不足により発行される臨時財政対策債など交付税措置のある地方債が増えていること

によるものです。 

 (交付税の総額は国の地方財政計画に左右され、総額が減額されれば公債費として措置される額が増加して

も他の項目で措置される額が減額になることがあり、公債費分の増加がそのまま普通交付税の交付額に反映さ

れるというわけではありません。) 
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⑥  普通建設事業費の推移【目的別・財源別】 

普通建設事業費は、道路や学校などの社会資本整備のために支出した経費です。 

平成30年度の普通建設事業費の決算額は７億４，１９２万６千円で、前年度比２億８，５７８万２千円減と

なり、平成27年度から４年連続減となりました。 

今後は、本市の発展とともに整備した道路や学校などの公共資産の総合的かつ計画的な管理による老朽化へ

の対応などが求められています。 

このような状況下であるが、「後期基本計画」の推進はもとより「まち・ひと・しごと創生総合戦略」によ

る地方創生事業など、住民サービスに配慮しつつ、引き続き取り組んでいきます。 

普通建設事業費の推移
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※ その他 ： 議会費、総務費、民生費、商工費、消防費、災害復旧費 
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【普通建設事業の財源別内訳】 

道路や学校など長期間使用するものを建設する普通建設事業費では、一般財源のほか、地方債や国県支出金

などを財源としています。年度によって投資的経費の総額は大きく増減しますが、大規模事業を行う際には、

国県支出金を確保したり地方債を活用したりすることで、一般財源が大きくなりすぎないようにしています。 

また、地方債には、道路や学校など、建設年度には多額の費用が必要となりますが、その施設は10年後も20

年後も利用されることになり、建設当時の住民だけが、費用を負担するのではなく、施設を使用していく将来

の住民にも負担してもらい、世代間の費用負担を公平にする機能があります。 

普通建設事業の財源内訳
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※ その他：基金取り崩し、繰越金、財産収入、諸収入など   
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⑦ その他の経費の推移【経常的物件費、補助費等、繰出金】 

【 経常的物件費 】 

経常的物件費とは、委託料、需用費、役務費、備品購入費などの消費的な経費です。 

平成30年度の経常的物件費の決算額は２１億４，３１７万２千円で、前年度比３，５７５万円減となりまし

た。 

富里市の経常的な物件費は、１８億円から２０億円で横ばいの状況ですが、人員削減や事務の効率化を進め

ると、それに伴い外部委託費や臨時職員賃金、ＯＡ機器など事務機器の維持といった経常的物件費を押し上げ

る要素の増が予想されます。そのような中でいかに経常的物件費を抑制していくかが課題となります。 

 

物件費の推移
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【 補助費等 】 

補助費等とは、様々な団体への負担金や補助金、個人などへの報償費や補償費などです。 

平成30年度の補助費等の決算額は６億９，７９８万４千円で、前年度比３億８６８万３千円減となりました。 

生活保護費等国庫負担返還金、介護施設等整備事業補助金などが減となったことが主な要因です。 

平成25年度からその他負担金が増となりましたが、平成29年度に引き続き、成田富里いずみ清掃工場維持管

理負担金などの減により、その他の負担金が減となりました。 

また、ここでは一部事務組合に対する負担金が支払われています。一部事務組合とは事務を広域的、効率的

に処理するために設立したもので、し尿処理、広域水道、後期高齢者医療関係など、いくつかの事務を一部事

務組合で処理しています。 

 

補助費等の推移
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【 繰出金 】 

繰出金は、普通会計から特別会計(公共用地取得事業特別会計は普通会計のため含まれません)に対して支出

した経費です。特別会計では、独立採算性が原則とされていますが、公益上などの観点から普通会計で負担す

べきものについて、繰出基準が設けられています。 

平成30年度の繰出金の決算額は１５億８，０８６万８千円で、前年度比８２万４千円増となりました。 

平成12年度に介護保険事業特別会計が設置されて以降、後期高齢者医療事業や介護保険事業といった社会保

障のための特別会計に対する繰出金は、給付対象者の増などにより増傾向にあります。 

特別会計では、法令などに基づく繰入金以外は独立採算で行うのが原則ですが、現実的には基準外の繰入が

必要となっています。厳しい市財政の現状からも、今後は市の独自ルールなど、繰出金の基準についての議論

が必要です。 

繰出金の推移
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～ 富里市の特別会計 ～ 

下 水 道 事 業 特 別 会 計：地方財政法第6条の規定により設置したもの。 

国民健康保険事業特別会計：国民健康保険法第10条の規定により設置したもの。 

後期高齢者医療事業特別会計：高齢者の医療の確保に関する法律第49条の規定により設置したもの。 

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計：介護保険法第3条の規定により設置したもの。 
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⑷ 基金の状況【残高の推移】 

～基金現在高は4年ぶりに減～  

基金は将来の支出に備えるためのいわば貯金です。平成30年度末の普通会計の基金現在高は１７億４０万５

千円、前年度比１億８，４２７万１千円増となりました。増の主な要因は、財源調整のための財政調整基金の

年間取崩し額を減したこと、減債基金への積み立てを行ったことによるものです。財政調整基金は、財源を調

整し急激な税の落ち込みや災害などに備えるためのお金です。この基金の適正規模は、標準財政規模の10～

15％が適正額といわれています。富里市の場合、平成30年度の標準財政規模は９２億２，４８６万円ですので、

９億２，２４８万円から１３億８，３７２万円程度が適正規模となります。本市の場合、今後、財政調整基金

の取り崩しを抑制し、持続可能な財政運営を行うかが今後の課題となります。 

その他の基金は、特定の目的のために積み立てを行っているもので、公共施設整備基金、教育施設整備基金、

衛生施設整備基金、保健福祉基金などがあります。 

基金の推移
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                                (単位：円) 
基  金  名 平成 29 年度末 増減額 平成 30 年度末 

財 政 調 整 基 金 1,067,453,137 69,497,464 1,136,950,601 

教 育 施 設 整 備 基 金 18,511,000 1,733,316 20,244,316 

衛 生 施 設 整 備 基 金 52,428,000 359,480 52,787,480 

公 共 施 設 整 備 基 金 58,483,440 14,469,415 72,952,855 

減 債 基 金 253,812,000 100,159,000 353,971,000 

保 健 福 祉 基 金 15,807,000 55,800 15,862,800 

庁 舎 整 備 基 金 30,413,858 2,017,960 32,431,818 

一 世 紀 社 会 福 祉 基 金 2,070,000 1,000 2,071,000 

ふ る さ と 応 援 基 金 5,649,627 3,204,993 8,854,620 

富里第二工業団地公共下水道整備基金 0 0 0 

安 全 な ま ち づ く り 基 金 5,719,000 △1,440,000 4,279,000 

富 里 市 東 日 本 大 震 災 復 興 基 金 5,787,000 △5,787,000 0 

合       計 1,516,134,062 184,271,428 1,700,405,490 

 

  

(市制施行) 
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⑸ 地方債の状況【残高の推移(目的別)】 

～地方債残高は2年連続で減～  

平成30年度末の地方債現在高は１６２億７，１４８万９千円で、前年度比６億１，７８３万４千円減となり

ました。 

平成13年度より、国の地方交付税財源が不足する場合に地方が不足分を穴埋めする形で臨時財政対策債を発

行する制度が実施され、現在、その現在高は８１億４，４２７万５千円(全体５０．１％)に至っています(こ

の地方債は、償還額については原則として全額が普通交付税の積算に含まれます)。 

地方債の発行が多額になると、将来、元利償還金の支払いにより、財政の硬直化を招く可能性があります。 

今後も大口借入の元金償還据置き期限を迎えたことから、引続き増嵩が見込まれるため、新規地方債の発行

に際しては、その事業効果の精査と公債費負担の中長期的な平準化に配慮するように努めてまいります。 

 

市債の推移
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億円

土木 教育 衛生 消防など 臨時財政対策債 その他

.

 
 

 
～ 内 容 ～ 

土     木 ： 道路、街路、公園、土地区画整理事業などの都市基盤整備に係る地方債。 

教     育 ： 学校施設(小・中学校、給食センター)や社会教育施設(図書館など) ）整備に係る地方債。 

衛     生 ： 衛生施設（ごみ処理施設、上水道出資など）整備に係る地方債。 

消 防 な ど ： 総務（防災行政無線整備事業など）、民生（保育所など）、衛生（水道出資など）、農林水産（用水事業な

ど）、消防(車両など) の整備、災害の復旧などに係る地方債。 

臨時財政対策債 ： 地方財源の不足に対処するため、従来の国の交付税特別会計借入金による方式にかえて、平成13年度以降、

地方財政法第5条の特例となる地方債を各地方公共団体において発行することとされた地方債で、実質的には

普通交付税の振替財源です。 

そ  の  他 ： 地方財政対策として一般財源の不足額を補てんするために発行した地方債（公共施設などの整備以外のため

に発行した地方債）。臨時財政対策債は除く。 

<減税補てん債> 国の減税政策により個人住民税の減税が実施された場合、その減収額を埋めるため借り入れる地方債。 

平成6～8年度及び平成10年度以降発行しています。平成11年度からは恒久的減税に伴う地方税の代替的な 

財源として、地方特例交付金が創設され、減収額の3/4が交付されており、残りの1/4を減税補てん債で 

賄っています。平成19年度以降は廃止されました。 

<臨時税収補てん債>地方消費税導入時に税収が1年分に満たなかったため、この減収額に対して平成9年度のみ発行した地方債 

です。平成29年度で完済となりました。 

 

 

普
通
債 

(市制施行) 
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⑹ 家計簿【お家にたとえると】 

   富里市の平成 30年度の決算を年間収入５００万円の家計簿に置き換えてみます。 

 

 

 

 

 
内容 

(市の決算) 

年額(万円)  年額(万円) 

 
Ｈ30 年度  

Ｈ25 年度 

（5年前） 

Ｈ14 年度 

(市制施行) 

収 
 
 
 
 

入 

給与収入 
 

    (市税、使用料など) 

２４２万円 
 

 (74 億 7,264 万 3 千円) 

 
２２４万円  ２２２万円 

親からの仕送り 
  
 (国・県支出金、地方交付税など) 

１９３万円 
 

 (59 億 6,932 万 4 千円) 

 
１８１万円 １３５万円 

貯金などの取り崩し 
   

  (繰入金) 

 １２万円 
(3 億 7,128 万 1 千円) 

 
１８万円 ２７万円 

ローン借入れ 
   

  (地方債) 

 ３０万円 
 

 (9 億 4,170 万円) 

 
４８万円 ５０万円 

前年度からの繰越金 
   

  (繰越金) 

 ２３万円 
 

 (6 億 9,742 万円) 

 
１８万円 １２万円 

収入の計 
５００万円 

(154 億 5,236 万 8 千円) 
 

４８９万円 ４４６万円 
      

支 
 
 
 
 
 
 
 
 

出 

食費     

 (人件費) 

 １０７万円 
 

 (32 億 9,055 万 2 千円) 

 
１１０万円 １１４万円 

医療費、教育費など      

 (扶助費) 

１２０万円 
 

 (36 億 9,651 万 8 千円) 

 
１０１万円 ４１万円 

ローン返済 
    

 (公債費) 

 ５４万円 
 

 (16 億 7,833 万円) 

 
３５万円 ４７万円 

生活品購入、光熱水費など    

  (物件費) 

 ６９万円 
 

 (21 億 4,317 万 2 千円) 

 
７０万円 ７９万円 

車両購入、家電修理 
 

 (投資的経費、維持補修費) 

 ２５万円 
 

 (7 億 8,658 万 9 千円) 

 
６２万円 ９３万円 

親類への事業援助など 
 

    (補助費等) 

 ２３万円 
 

 (6 億 9,798 万 4 千円) 

 
２６万円 １９万円 

子どもへの仕送り      

 (繰出金) 

 ５１万円 
 

 (15 億 8,086 万 8 千円) 

 
５４万円 ４１万円 

貯金      

 (積立金) 

 １６万円 
 

 (5 億 571 万円) 

 
１０万円 １万円 

株の購入 
 

  (出資・投資及び貸付金) 

  ３万円 
 

 (8,285 万 4 千円) 

 
２万円 ３万円 

支出の計 
４６８万円 

 

 (144億6,257万7千円) 

 
４７０万円 ４３８万円 

      

 翌年度への繰越金 ３２万円 
 

 (9 億 8,979 万 1 千円) 

 
２６万円 １９万円 

 

  貯金の残 高 ・・・  ５５万円 （ １７億４０万５千円） 

  ローンの残高 ・・・ ５２７万円 （１６２億７，１４８万９千円） 

     ※ローン残高の一部は、普通地方交付税に算入されています。(23 頁・30 頁参照)  
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⑺ 市民一人当たりの決算状況【人にたとえると】 

  富里市の歳入歳出決算を、富里市の総人口５０，２０９人（平成 30 年 9 月末）で割ることにより、市民

１人あたりの決算額を算出しました。なお、経費の分類は、家計簿（前ページ）と同じとします。 

 

 

 

100％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50％ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0％ 

 

貯金の残 高 ・・・  ３４千円 

ローンの残高 ・・・ ３２４千円 

   ※ローン残高の一部は、普通地方交付税に算入されています。(23 頁・30 頁参照) 
 

  

食費 65 千円  (人件費) 

歳入 

３０７千円 

歳出 

２８８千円 

給与収入 149 千円 (市税、使用料など) 

貯金などの取り崩し 7千円(繰入金) 

ローン借入れ 18 千円  (地方債) 

前年度からの繰越金 14 千円 (繰越金) 

生活品購入，光熱水費など 43 千円    

             (物件費) 

車両購入，家電修理 16 千円 
           (投資的経費，維持補修費) 

親類への事業援助など 14 千円 (補助費等) 

子どもへの仕送り 31 千円 (繰出金) 

貯金 10 千円 (積立金) 
株の購入 2 千円 (出資・投資及び貸付金) 

医療費、教育費など 74 千円  (扶助費) 

ローン返済 33 千円    (公債費) 

親からの仕送り 119 千円 
 (国・県支出金、地方交付税など) 
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２ 財政指標・分析 

⑴  主な財政指標の推移 

財政力指数などの財政指標については、類似団体の状況などが把握できることから、ここでは類似団体との

比較をします。そうすることにより、財政状況の特徴を把握することが可能になります。 

類似団体とは、国が全国の市区町村を「指定都市」「中核市」「特例市」「都市」「町村」「特別区」に分

類した上で、さらに「都市」「町村」を人口規模や産業構造で細分化し、計35のグループに分類したものです。 

富里市は、平成18年度まで「都市」のⅠ－3、平成27年度まで「都市」のⅡ－1、平成28年度から「都市」の

Ⅰ－1に分類されています。 

 

【都市の類型 平成 30年度】 

  産業構造 

 

人口構造 

 二次、三次 95％以上 二次、三次 95％未満 

三次 

65％以上 

三次 

65％未満 

三次 

55％以上 

三次 

55％未満 

 類型 ３ ２ １ ０ 

5 万人未満 Ⅰ 

Ⅰ－３ Ⅰ－２ Ⅰ－１ 

富里市 

勝浦市、鴨川市、

富津市、南房総市 

匝瑳市、いすみ市 

大網白里市 

Ⅰ－０ 

 

5 万人以上 

10 万人未満 
Ⅱ 

Ⅱ－３ 

四街道市、 

白井市、印西市 

Ⅱ－２ Ⅱ－１ 

八街市、山武市 

 

Ⅱ－０ 

 

10 万人以上 

15 万人未満 
Ⅲ 

Ⅲ－３ 

 

Ⅲ－２ Ⅲ－１ 

成田市 

Ⅲ－０ 

15 万人以上 Ⅳ 
Ⅳ－３ 

佐倉市、八千代市 

Ⅳ－２ Ⅳ－１ 

 

Ⅳ－０ 

 

 

 

  

千葉県内の類似団体 

 勝浦市、鴨川市、富津市、南房総市、匝瑳市、いすみ市、大網白里市 

 

近県の類似団体 

 東京都・・・該当なし 

 

茨城県・・・常陸大宮市、かすみがうら市 

  

埼玉県・・・該当なし 

 

http://kotobank.jp/word/%E5%B8%82%E5%8C%BA
http://kotobank.jp/word/%E5%B8%82%E5%8C%BA
http://kotobank.jp/word/%E9%83%BD%E5%B8%82
http://kotobank.jp/word/%E5%88%86%E9%A1%9E
http://kotobank.jp/word/%E5%88%86%E9%A1%9E
http://kotobank.jp/word/%E4%BA%BA%E5%8F%A3
http://kotobank.jp/word/%E4%BA%BA%E5%8F%A3
http://kotobank.jp/word/%E3%82%B0%E3%83%AB%E3%83%BC%E3%83%97
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①  財政力指数 

～ ０．８０ 前年度比０．０１ポイント改善 ～ 

財政力指数とは、地方交付税の規定により算出した基準財政収入額を基準財政需要額で除して得た数値の3

ヶ年の平均値をいい、地方公共団体の財政力を示す指標として用いられます。 財政力指数が高いほど自主財

源(地方公共団体が自ら調達できる財源)や留保財源（法定普通税収などの見込額のうち、基準財政収入額に算

入されなかった額）の金額が多く、財政力が強いことになります。また、 単年度の財政力指数が1を超えると、

普通交付税が交付されなくなります。 

富里市の平成30年度の財政力指数（3ヶ年平均）は０．８０で、前年度比０．０１ポイント改善しました。今

後も厳しい財政状況が継続することを十分に認識の上、最大限の創意工夫に努め、今後とも歳出の削減 

及び歳入確保を図ります。

財政力指数の推移

0.800.790.78
0.770.75

0.84 0.84 0.83
0.81

0.78
0.76 0.76 0.76

0.51
0.66

0.50
0.53

0.63
0.510.630.630.65

0.610.64

0.65

0.53

0.50
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0.70

0.80

0.90

1.00

H14 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

富里市の財政力指数 類似団体の平均

.

 

【標準財政規模】…地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもの 

 

 

標準財政規模 

臨時財政 

対策債発 

行可能額 

普通交付税 

標準税収入額など 

・市町村民税所得割のうち 

税源移譲相当額 

・地方譲与税 

・交通安全対策特別交付金 

・地方特例交付金 

都市計画税を除く普通税・税交付金など 

標準税率（75％） 
留保財源

（25％） 

     

  
基準財政収入額 

 

 

    

普通交付税不

足財源振替額 
基準財政需要額 

 

※ 基準財政収入額や基準財政需要額は、普通交付税の算定のために算出された見込み額で、実際の歳入や 歳出の見込みを示す

ものではありません。  

(市制施行) 
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②  経常収支比率 

 ～９５．２％  前年度比２．０ポイント改善～  

経常収支比率とは、地方税・普通交付税・地方譲与税などの毎年度経常的に収入される財源のうち、その使

途が特定されておらず自由に使用することができる収入(経常一般財源)が、人件費・扶助費・公債費など、毎

年経常的に支出する経費（経常経費）に、どの程度使われているかをみることにより、財政の弾力性を判断す

るための指標です。 

平成30年度の経常収支比率は９５．２％（ア/イ）で、前年度比２．０ポイント改善しました。 

主な要因は、扶助費、公債費の増など経常経費充当一般財源が２，１７１万９千円増となったが、地方税で

７，９８１万円、臨時財政対策債の借入を７，７７０万円増したことなどによるものです。 

今後、さまざまな新しい市民ニーズに応えるためには、新たな財源を確保するか、既存の事業を見直して財

源を捻出することが必要になります。 

 

経常収支比率の推移

95.2%

87.3%

95.4%

95.4%

92.7%

90.3% 90.4%

92.5%

89.6% 88.6%

91.3% 92.4%

97.2%

92.5%
93.0%

92.8%

88.7%
89.6%

89.6%90.2%

89.7%

93.6%

93.0%
91.8%

87.9%

89.6%

85.0%

95.0%

H14 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

富里市の経常収支比率 類似団体の平均

.

 
 

 

【歳出】 

経常的経費 Ａ 

 

臨時的経費 Ｂ 形式収支 

（Ｄ充当） （Ｅ充当）…ア （Ｅ充当） （Ｆ充当） （Ｇ充当） 

 

【歳入】 

経 常 余 剰 財 源 

Ｃ  

  

経常特定財源Ｄ  経常一般財源（臨時財政対策債を含む） 

Ｅ…イ 

臨 時 特 定 財 源 

Ｆ  

臨時一般財源 Ｇ 

 

経常余剰財源（C）が大きいほど財政に弾力性があり、新たな財政需要や変化への対応が容易な状態といえま

す。 

 

(市制施行) 
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③  県内他市との比較（平成 30 年度 財務指標） 

順位 
財政力指数 経常収支比率 

市 名 指数 市 名 比率 

1 浦安市 1.52 印西市 84.0  

2 成田市 1.30 成田市 84.3  

3 袖ケ浦市 1.11 浦安市 86.4  

4 市川市 1.07 香取市 87.7  

5 市原市 1.03 流山市 89.5  

6 君津市 1.02 旭市 89.7  

7 印西市 1.02 市川市 89.7  

8 船橋市 0.96 富津市 89.8  

9 柏市 0.95 君津市 90.1  

10 八千代市 0.95 柏市 90.8  

11 千葉市 0.94 南房総市 91.1  

12 習志野市 0.94 市原市 91.2  

13 流山市 0.94 いすみ市 91.6  

14 佐倉市 0.92 匝瑳市 91.7  

15 富津市 0.92 山武市 91.9  

16 松戸市 0.90 東金市 92.3  

17 白井市 0.90 松戸市 93.0  

18 野田市 0.86 木更津市 93.4  

19 木更津市 0.86 白井市 93.8  

20 茂原市 0.84 野田市 94.1  

21 我孫子市 0.83 佐倉市 94.1  

22 四街道市 0.82 袖ケ浦市 94.5  

23 富里市 0.80 勝浦市 94.7  

24 鎌ケ谷市 0.78 茂原市 94.8  

25 東金市 0.72 我孫子市 94.8  

26 八街市 0.66 富里市 95.2 

27 大網白里市 0.62 銚子市 95.3  

28 銚子市 0.60 八街市 95.5  

29 館山市 0.58 鎌ケ谷市 95.9  

30 香取市 0.54 船橋市 96.0  

31 鴨川市 0.53 鴨川市 96.2  

32 山武市 0.50 習志野市 96.3  

33 旭市 0.49 四街道市 96.4  

34 匝瑳市 0.48 館山市 96.5  

35 勝浦市 0.47 八千代市 97.1  

36 いすみ市 0.43 千葉市 98.6  

37 南房総市 0.32 大網白里市 98.7  

前年度の富里市   

 ２３位 0.79 ３５位 97.2 
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(2)健全化判断比率の状況 

平成30年度決算に基づき算出した４つの健全化判断比率は、いずれの指標も早期健全化基準を下回りまし

た。詳細は、次のとおりです。 

今後も行財政改革に取り組み、健全な財政運営に努めていきます。 

 

①  実質赤字比率 

福祉、教育、まちづくりなどを行う『一般会計などの赤字』の程度を指標化し、財政運営の悪化の度合いを

示す指標です。 

区 分 実質赤字比率 

平成 30 年度 ― 

平成 29 年度 ― 

平成 28 年度 ― 

平成 27 年度 ― 

平成 26 年度 ― 

平成 25 年度 ― 

早期健全化基準 13.47％ 

※ 富里市は、赤字がないことから、「－」（該当なし）としています。 

※ 早期健全化基準、財政再生基準については、平成 30年度の基準を標記しています。 

 

 

②  連結実質赤字比率 

公営企業会計を含む全ての会計の赤字や黒字を合算して、『富里市全体の赤字』の程度を指標化し、財政運

営の悪化の度合いを示す指標とも言えます。 

区 分 実質赤字比率 

平成 30 年度 ― 

平成 29 年度 ― 

平成 28 年度 ― 

平成 27 年度 ― 

平成 26 年度 ― 

平成 25 年度 ― 

早期健全化基準 18.47％ 

※ 富里市は、赤字がないことから、「－」（該当なし）としています。 

※ 早期健全化基準、財政再生基準については、平成 30年度の基準を標記しています。 
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③ 実質公債費比率 

地方債などの借入金（借金）の返済額及びこれに準じる債務額の大きさを指標化し、資金繰りの程度を示す

指標です。 

区 分 実質赤字比率 

平成 30 年度 ６．９％ 

平成 29 年度 ６．０％ 

平成 28 年度 ４．５％ 

平成 27 年度 ３．７％ 

平成 26 年度 ３．３％ 

平成 25 年度 ３．６％ 

早期健全化基準 ２５．０％ 

※ 早期健全化基準、財政再生基準については、平成30年度の基準を標記しています。 

 

 

④ 将来負担比率 

一般会計などの市債などの借入金（借金）や公営企業、組合、設立法人などに対して将来支払っていく可能

性のある負担等か、これらの支払いに充てることのできる基金残高などを差し引いた、現時点での残高を指標

化し、将来、財政を圧迫する可能性の度合いを示す指標です。 

区 分 将来負担比率 

平成 30 年度 ５２．２％ 

平成 29 年度 ６６．５％ 

平成 28 年度 ６５．４％ 

平成 27 年度 ６２．１％ 

平成 26 年度 ６０．２％ 

平成 25 年度 ４９．０％ 

早期健全化基準 ３５０．０％ 

※ 早期健全化基準、財政再生基準については、平成 30年度の基準を標記しています。 
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⑤  県内他市との比較（平成 30 年度 健全化判断比率） 
                                 (単位:％) 

順位 
実質公債費比率 将来負担比率 

市 名 比率 市 名 比率 

1 船橋市 0.0  市川市 - 

2 袖ケ浦市 0.7  佐倉市 - 

3 松戸市 1.0  旭市 - 

4 我孫子市 1.0  柏市 - 

5 市川市 1.3  我孫子市 - 

6 白井市 1.5  四街道市 - 

7 印西市 1.8  印西市 - 

8 佐倉市 1.9  南房総市 - 

9 鎌ケ谷市 2.0  山武市 - 

10 流山市 2.5  袖ケ浦市 - 

11 東金市 2.8  松戸市 2.4  

12 柏市 2.9  木更津市 8.6  

13 木更津市 3.3  船橋市 15.7  

14 四街道市 3.4  浦安市 15.9  

15 君津市 4.4  八千代市 18.6  

16 習志野市 4.8  八街市 19.9  

17 匝瑳市 5.7  匝瑳市 20.0  

18 野田市 5.9  君津市 25.0  

19 館山市 6.0  野田市 26.9  

20 市原市 6.1  鎌ケ谷市 27.1  

21 八街市 6.3  流山市 27.1  

22 八千代市 6.4  習志野市 36.7  

23 成田市 6.7  市原市 39.2  

24 富里市 6.9  白井市 40.2  

25 勝浦市 7.3  館山市 45.3  

26 浦安市 7.4  いすみ市 45.9  

27 大網白里市 7.6  富里市 52.2  

28 南房総市 7.8  香取市 63.7  

29 いすみ市 8.0  富津市 68.6  

30 香取市 8.1  成田市 76.0  

31 旭市 8.2  大網白里市 79.9  

32 山武市 9.1  東金市 81.9  

33 富津市 9.2  勝浦市 85.5  

34 茂原市 10.1  茂原市 89.9  

35 鴨川市 11.4  鴨川市 97.7  

36 銚子市 13.3  千葉市 145.5  

37 千葉市 13.8  銚子市 146.5  

     

前年度の富里市  

 ２０位 6.0 ２８位 66.5 
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第３部  地方公会計制度による分析 

１ 地方公会計制度について 

(1)地方公会計改革の背景 

平成17年に閣議決定された「行政改革の重要方針」及び平成18年6月に成立した「簡素で効率的な政府を実現

するための行政改革の推進に関する法律」において、資産・債務改革が位置付けられたのを契機に、地方公共

団体における公会計の整備が要請され、財務書類４表（「貸借対照表」「行政コスト計算書」「純資産変動計

算書」及び「資金収支計算書」）の作成及び公表が求められています。このような流れを受け、平成26年4月

30日に、総務省から「今後の新地方公会計の推進に関する研究報告書」が公表され、この中で、固定資産台帳

の整備と複式簿記の導入を前提とした財務書類の作成に関する統一的な基準が示されました。 

 

※統一的な基準による財務書類の詳しい内容については別冊の「平成３０年度 

富里市財務書類」をご参照ください。 
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富里市 総務部 財政課（令和２年 3 月） 
address：〒286－0292 富里市七栄６５２番地１ 

tel：0476-93-1115 fax：0476-93-９９５４ 

e - m a i l ： z a i s e i @ c i t y . t o m i s a t o . l g . j p 

U R L：h t t p : / / w w w . c i t y . t o m i s a t o . l g . j p 

 

（市の花 サルビア） 

市 民 憲 章 
 

北総台地の自然の中で健康で豊かな生活と香り高い文化を育て人と人とのふれ合い

を大切にし心のかようまちをつくるためここに市民憲章を定めます 

 

一 豊かな大地を愛し 歴史と伝統を誇る まちをつくりましょう 

 

一 人と平和を愛し 世界にひらく まちをつくりましょう 

 

一 花と緑を愛し 心身ともに健康な まちをつくりましょう 

 

一 若い力を育て 勤労を愛し活力ある まちをつくりましょう 

 

一 郷土と文化を愛し 調和のある まちをつくりましょう 


